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一 国際調査報告 （条約第 2 1 条 (3))

(54) Title: SHEET-LIKE COSMETIC

(54) 発明の名称 ：シー ト状化粧料

(57) Abstract: Provided i s a sheet-like cosmenc which comprises a sheet-like base comprising a hydrophilic fiber and a hydroOhobic
fiber and a liquid composition with which the sheet-like base i s impregnated, wherein the liquid composition comprises (A) a hydro -
philic powder, (B) dimethylpolysiloxane having a kinematic viscosity o f 5 t o 30 m m 2/ s at 2 5°C and (C) a nonionic surfactant, the r a
tio o f the content o f the component (A) to the content o f the component (B) (i.e., iAV(B)) i s 10 to 2 5 by mass, and the content o f the
component (C) i s 0.01 to 0 . 1 mass%. The sheet-like cosmetic can impart a long-lasting silky feeling, does not leave a white residue,
and can wipe easily.

(57) 要約： 親水性繊維及び疎水性繊維か らなるシ一 ト状基材 と、 この シ一 ト状基材 に含浸 された液体組成
物 とを有す るシー ト状化粧料で あって、前記液体組成物が、 （A ) 親水性粉体 、 （B ) 2 5 °Cの動粘度 5
~ 3 O m m 2 s であるジメチルポ リシロキサ ン、及び （C ) ノニオ ン性界面活性剤 を含有 し、 （A ) 成分
と （B ) 成分 との含有質量比 （A ) / ( B ) が 1 0 ~ 2 5 で あ り、 （C ) 成分の含有量が 0 . 0 1 ~ 0 .
質量％で あるシ一 ト状化粧料 であって、 さらさら感 を付与 し、その さ らさら感が持続す ると共 に白残 り

が抑制 され、拭 き取 りやすいシ一 ト状化粧料 を提供す る。



明 細 書

発明の名称 ：シー ト状化粧料

技術分野

[0001 ] 本発明は、シ一 卜状化粧料に関するものである。

背景技術

[0002] 従来、汗や皮脂、 メイク汚れ等を除去 し、身体の清拭 に用いるシ一 卜状化

粧料が提案されている。 このシ一 卜状化粧料には、 さらさら感を付与するた

めに粉体を配合することが提案されている。 しか しなが ら、粉体を配合する

ことで、 さらさら感を付与することができるものの、そのさらさら感の持続

性が不十分であ り、 白残 りを生 じるという問題があった。 さらに、シ一 卜状

化粧料は、 よれた りせず、拭 き取 りやすいことが求め られていた。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 2 _ 2 0 1 1 0 9 号公報

特許文献2 : 特開 2 0 0 0 — 2 5 6 6 4 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 6 _ 1 4 9 4 4 4 号公報

特許文献4 ：特開 2 0 0 8 _ 1 6 9 1 8 0 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 本発明は上記事情 に鑑みなされたもので、粉体を含有する液体組成物 をシ

— 卜状基材に含浸させたシ一 卜状化粧料であって、 さらさら感を付与 し、そ

のさらさら感が持続すると共に白残 りが抑制 され、拭 き取 りやすいシ一 卜状

化粧料を提供することを目的とする。

課題 を解決するための手段

[0005] 本発明者 らは、上記 目的を達成するため鋭意検討 した結果、粉体を含有す

る液体組成物 をシ一 卜状基材に含浸させたシ一 卜状化粧料において、シ一 卜

状基材を親水性繊維及び疎水性繊維か らなるシー 卜状基材にすると共に、液



体組成物 を、 （A ) 親水性粉体、 （B ) 2 5 °C の動粘度 5 ~ 3 O m m 2 s で

あるジメチルポ リシロキサ ン、及び （C ) ノニオ ン性界面活性剤 を含有 し、

( A ) 成分 と （B ) 成分 との含有質量比 と （C ) 成分の配合量 を特定範囲 と

することで、上記課題 を解決で きることを知見 し、本発明をなすに至 ったも

のである。

従 って、本発明は下記シ一 卜状化粧料 を提供する。

[ 1 ] . 親水性繊維及び疎水性繊維か らなるシー ト状基材 と、 このシー ト状

基材 に含浸 された液体組成物 とを有するシー 卜状化粧料であ って、前記液体

組成物が、 （A ) 親水性粉体、 （B ) 2 5 °C の動粘度 5 ~ 3 O m m 2 s であ

るジメチルポ リシロキサ ン、及び （C ) ノニオ ン性界面活性剤 を含有 し、 （

A ) 成分 と （B ) 成分 との含有質量比 （A ) / ( B ) が 1 0 ~ 2 5 であ り、

( C ) 成分の含有量が 0 . 0 1 ~ 0 . 1 質量％であるシ一 卜状化粧料。

[ 2 ] . シー ト状基材が芯鞘型複合繊維 を含む [ 1 ] 記載 のシー ト状化粧料

[ 3 ] . シー ト状基材の親水性繊維 と疎水性繊維の質量比が、親水性繊維

疎水性繊維 = 7 / 2 9 7 5 / 2 5 である [ 1 ] 又 は [ 2 ] 記載 のシ一 卜

状化粧料。

[ 4 ] . ( C ) 成分が、ポ リオキシエチ レン （6 0 ) 硬化 ヒマシ油、ポ リオ

キシエチ レン （4 0 ) 硬化 ヒマシ油、及びイソステア リン酸ポ リオキシェチ

レング リセ リル （2 0 E O ) か ら選ばれるノニオ ン性界面活性剤である [ 1

] ~ [ 3 ] のいずれかに記載のシ一 卜状化粧料。

[ 5 ] . ( A ) 親水性粉体がシ リカである [ 1 ] 〜 [ 4 ] のいずれかに記載

のシ一 卜状化粧料。

[ 6 ] . シ リカが、球状 シ リカ及び非球状 シ リカであ り、球状 シ リカ/ 非球

状 シ リカの質量比が 0 . 1 ~ 1 . 5 である [ 5 ] 記載 のシ一 卜状化粧料。

[ 7 ] . さ らに、 （D ) 多価 アル コール を含有する [ 1 ] ~ [ 6 ] のいずれ

かに記載のシ一 卜状化粧料。

発明の効果



[0007] 本発明によれば、粉体 を含有する液体組成物 をシー 卜状基材 に含浸 させた

シ一 卜状化粧料であ って、 さ らさ ら感 を付与 し、 そのさ らさ ら感が持続する

と共 に白残 りが抑制 され、拭 き取 りやすいシー ト状化粧料 を提供することが

で きる。

発明を実施するための形態

[0008] 以下、本発明について詳細 に説明する。

本発明は、親水性繊維及び疎水性繊維か らなるシ一 卜状基材 と、 このシ一

卜状基材 に含浸 された液体組成物 とを有するシー 卜状化粧料であ って、前記

液体組成物が、 （A ) 親水性粉体、 （B ) 2 5 °C の動粘度 5 ~ 3 0 m m2/ s

であるジメチルポ リシロキサ ン、及び （C ) ノニオ ン性界面活性剤 を含有 し

、 ( A ) 成分 と （B ) 成分 との含有質量比 （A ) / ( B ) が 1 0 ~ 2 5 であ

り、 （C ) 成分の含有量が 0 . 0 1 ~ 0 . 1 質量％であるシ一 卜状化粧料で

ある。

[0009] [ I ] . 液体組成物

( A ) 親水性粉体

本発明において、 「親水性粉体」 とは、 「へキサ ン 1 0 g / 水 1 0 g に粉

体 を 1 g 添加 し、超音波で分散 させた ときに、水相 に分散 される粉体」をい

う。 このような粉体 と しては、 タル ク、マイ力、セル ロース、 シル ク、 ヒ ド

ロキシアパ タイ ト、 シ リカ等が挙 げ られ、 1 種単独で又は 2 種以上 を適宜組

み合わせて用いることがで きる。 中でも、 さ らさ ら感の点か ら、 シ リカが好

ま しい。

[001 0] 特 に、球状 シ リカ及び非球状 シ リカを併用するのが好 ま しく、球状 シ リカ

/ 非球状 シ リカの質量比は、 さ らさ ら感の持続性、 白残 りのなさの点か ら、

0 . ~ . 5 が好 ま しく、 0 . 2 ~ 0 . 7 がよ り好 ま しい。 この比率が 0

. 1 未満だ とさ らさ ら感が低下するおそれがあ り、 1 . 5 を超 えると白残 り

が発生するおそれがある。なお、 この数値 は小数点第二位 を四捨五入 したも

のである。

[001 1] 具体的には、球状 シ リカと非球状 シ リカの区別は、球状 （平均円形度が 0



. 8 以上）のものを球状 シ リカ、 これ に含 まれないものを全て非球状 シ リカ

とする。 なお、平均 円形度 の測定方法 は下記の通 りである。

[001 2] < 平均 円形度 の測定方法 >

粉体粒子の走査型電子顕微鏡写真 をもとに、 円形度測定装置 〔本体 ：島津

製作所株式会社製、画像解析 ソフ 卜ウェア ：W i n R O O F 三谷商事株

式会社製〕 を用いて画像処理 （二値化処理） した後、該処理画像 の粉体粒子

の面積及び周囲長 を測定 して円形度 を算 出 し、 それぞれの粉体粒子の円形度

の平均 をとることによ り求め ることがで きる。前記 円形度 は、下記式で表 さ

れ、 円形度 が 1 に近 いほ ど真 円に近 い ことを示す。 なお、複数 の粒子が重な

つている場合 は、個別 に認識せずに凝集体 を 1 つ と して認識 した り、濃淡の

ある粒子は陰の部分 を認識 しないため、 明確 な輪郭のある粒子のみ を代表粒

子 と して測定する。

〔式〕円形度 = 4 7 X 二値化処理画像 のシ リ力粒子の面積 / (二値化処理画

像 のシ リ力粒子の周囲長） 2

[001 3] 球状 シ リ力の平均粒子径 は、 2 ~ 2 0 m が好 ま しく、 よ り好 ま しくは、

さ らさ ら感の点か ら 5 ~ 1 5 m である。 2 m未満では、 （球状 シ リカが

肌上 を転 がる感触 が低下 し） さ らさ ら感が悪 くなる場合があ り、 2 0 m を

超 えると、 （球状 シ リ力が肌上 を転 がる感触 が低下 し） さ らさ ら感が悪 くな

る場合がある。 なお、平均粒子径 の測定方法 は下記の通 りである。

なお、非球状 シ リカの平均粒子径 は本発明の効果 には影響せず、球状 シ リ

力の平均粒子径 のみ影響 する。

[0014] < 平均粒子径 の測定方法 >

平均粒子径 は、走査型電子顕微鏡 （日立製作所製、 S — 5 7 0 ) で得 られ

た写真像 か ら代表 的な粒子 を選んで、 スケール を用いて粒子像 の直径 を測定

することによつて確認することがで きる。

[001 5] 具体 的には、球状 シ リカと しては、 A G C エスアイテ ック （株）製サ ンス

フ ェ ア H — (円形度 ：0 . 8 、平均粒子径 ：1 2 m ) 、 サ ンス フ ェ

ァ H — 1 2 (平均粒子径 ：1 2 m ) 、 サ ンス フ エ ア H _ 2 0 (平均粒



子径 2 0 m ) 、 サ ン ス フ エア N P — 3 0 (平 均粒 子径 4 Ί ) 、 鈴 木油脂

製 ゴ ッ ドボール B — 6 C ( 円形度 ：0 . 9 、平均粒 子径 ：2 . 3 m ) 、 ゴ

ッ ドボ一ル E — 6 C ( 円形度 ：0 . 9 以上、平均粒 子径 ：6 . 5 m ) 等

が挙 げ られ、 サ ンス フエア H _ 1 2 1 が好 ま しい。非球状 シ リカ と しては、

富士 シ リシァ （株 ）製 サ イ リシァ 7 3 0 、 サ イ リシァ 5 5 0 等 が挙 げ られ、

サ イ リシァ 7 3 0 が好 ま しい。

[001 6] 球 状 シ リカの配合量 は、 0 . 1 ~ 4 質量％であ り、 好 ま しくは、 さ らさ ら

感、 さ らさ ら感 の持続性 の点か ら、 0 . 3 ~ 2 . 1 質量 ％であ る。 0 . 1 質

量％未満 では、 さ らさ ら感、 さ らさ ら感 の持続性 が悪 くな る場合 があ り、 4

質量％ を超 える と白残 りのな さが悪 くな る場合 があ る。 また、非球状 シ リカ

の配合量 は、 0 . 5 ~ 4 . 5 質量 0/ 0 であ り、 好 ま しくは、 白残 りがな く、 さ

らさ ら感、 さ らさ ら感 の持続性 の点か ら、 0 . 5 ~ 3 . 5 質量 ％であ る。 0

. 5 質量％未満 では、 さ らさ ら感 の持続性 が悪 くな る場合 があ り、 4 . 5 質

量％ を超 える と白残 りのな さが悪 くな る場合 があ る。

[001 7] ( A ) 成 分 の合計含有量 は、 さ らさ ら感、 その持続性、 及び 白残 りのな さ

の点か ら、液体組成物 中 1 ~ 5 質量％が好 ま しく、 よ り好 ま しくは 2 ~ 4 質

量％であ る。合計含有量 が 1 質量％未満 だ と、 さ らさ ら感及び その持続性 が

低 下す るおそれがあ り、 5 質量％ を超 える と、 白残 りが発生す るおそれがあ

る。

[001 8] ( B ) 2 5 °C の動粘度 5 ~ 3 O m m 2 s であ るジメチル ポ リシ ロキサ ン

( B ) 2 5 °C の動粘度 5 ~ 3 O m m 2 s であ るジメチル ポ リシ ロキサ ン、

つ ま り滑 り性 の高 い、低粘度 のジメチル ポ リシ 口キサ ンを配合 す る ことで、

さ らさ ら感、 その持続性、 及び 白残 りのな さが向上 す る。 これ は、 （A ) 親

水性粉体 の表面 に （B ) ジ メチル ポ リシ ロキサ ンが吸着 しているため、 （A

) 親 水性粉体 の肌へ の展着性 が上 が り、 かつ光 の屈折率 が変化 し、 （A ) 親

水性粉体 が 白 くみ えに くくな るもの と予想 され る。 中で も、 2 5 °C の動粘度

が 5 ~ 1 O m m 2/ s で あ るジメチル ポ リシ ロキサ ンが好 ま しい。 2 5 °C の動

粘度 5 m m 2/ s 未 満 のジメチル ポ リシ 口キサ ンだ と、 さ らさ ら感 の持続性 が



低下し、3 0 m m2/ s を超えるジメチルポリシロキサンだと、さらさら感の

持続性が低下する。

[00 19] ( B ) 成分として具体的には、信越化学工業 （株）製 ：K F — 9 6 A — 5

c s (動粘度2 5 °C、 5 . O m m2/ s ) 、 K F - 9 6 A - 6 c s (動粘度2

5 °C、 6 . O m m2/ s ) 、 K F - 9 6 A - O c s (動粘度2 5 °C、 1 0 m

m s ) K F - 9 6 A - 2 0 c s (動粘度2 5 °C、 2 0 m m s ) K F

- 9 6 A - 3 0 c s (動粘度2 5 °C、 3 O m m2/ s ) 、東レ ダウコ一ニン

グ （株）製 ：S H 2 0 0 C F l u i d 5 c s (動粘度2 5 °C、 5 . 0

m m2/ s ) 、 S H 2 0 0 C F l u i d 6 c s (動粘度2 5 °C、 6 m m2

/ s ) S H 2 0 0 C F l u i d 0 c s (動粘度2 5 °C、 1 0 m m2

/ s ) S H 2 0 0 C F l u i d 2 0 c s (動粘度2 5 °C、 0 m m2

/ s ) S H 2 0 0 C F l u i d 3 0 c s (動粘度2 5 °C、 3 0 m m2

/ s ) であり、好ましくは、K F _ 9 6 A _ 6 c s (動粘度2 5 °C、 6 . 0

m m2/ s ) 、 K F - 9 6 A - 1 O c s (動粘度2 5 °C、 1 0 m m2/ s ) 、 S

H 2 0 0 C F l u i d 6 c s (動粘度2 5 °C、 6 m m2/ s ) 、 S H 2

0 0 C F l u i d 1 0 c s (動粘度2 5 °C、 1 0 m m2/ s ) である。

動粘度の測定方法：A S T M D 4 4 5 _ 4 6 T によるゥッベロ一デ粘度

計により測定する。

[0020] ( Β ) 成分の含有量は、さらさら感、その持続性の点から、液体組成物中

0 . 0 0 . 4 質量％が好ましく、0 . 1 ~ 0 . 3 質量0/0がより好ましい

。含有量が0 . 0 1質量％未満だと、さらさら感及びその持続性、ならびに

白残りのなさが低下するおそれがあり、0 . 4 質量％を超えると、ベたつき

が発生して、さらさら感が低下するおそれがある。

[002 1] ( Α ) 成分と （Β ) 成分との含有質量比 （A ) / ( Β ) は1 0 ~ 2 5 であ

り、 1 5 ~ 2 0 が好ましい。この質量比が 1 0 未満だと、ベたつきが発生し

、さらさら感及びその持続性が低下する。一方、2 5 を超えると、さらさら

感の持続性が低下し、白残りの発生抑制が不十分になる。なお、 （Α ) / (

Β ) は少数第一位を四捨五入した値である。



[0022] ( C ) ノニオン性界面活性剤

( C ) 成分を配合することで、さらさら感及びその持続性がより向上する

と共に、 （A ) 成分の凝集を抑制 し、分散安定性を向上させる。 （C ) 成分

は 1種単独で又は 2 種以上を適宜組み合わせて用いることができる。例えば

、 H L B ~ 6 の多鎖型のノニ才ン性界面活性剤が好ましく、さらさら

感の点から、 H L B 1 5 の多鎖型のノニ才ン性界面活性剤がより好ま

しい。

[0023] 具体的には、日本ェマルジヨン （株）製 ：ポリオキシエチレン （平均付加

モル数 3 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C —3 0 ( H L B 1 1 ) 、ポリオキシェチレ

ン （4 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C —4 0 ( H L B 1 ) 、ポリオキシエチレン

( 5 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C —5 0 ( H L B 1 3 ) 、ポリオキシエチレン （

6 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C —6 0 ( H L B 1 4 ) 、ポリオキシエチレン （1

0 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C — 1 0 0 ( H L B 1 5 ) 、ポリオキシエチレン （

2 0 ) ソルビタンココェ一 卜：E T —2 0 2 0 ( H L B 1 5 ) 、才レイン酉愛

ポリオキシエチレンソルビタン （4 0 E O ) (才 レイン酸 P E G —4 0 ソル

ビタン） ：E T —8 0 4 0 ( H L B 1 6 ) 、イソステアリン酸ポリオキシェ

チレングリセリル （2 0 E O ) (イソステアリン酸 P E G —2 0 グリセリル

) ：GW I S - 0 ( H L B 1 3 ) 、イソステアリン酸ポリオキシェチレ

ングリセリル （3 0 E O ) (イソステアリン酸 P E G —3 0 グリセリル） ：

GW I S - 3 0 ( H L B 1 5 ) 、イソステアリン酸ポリオキシエチレング

リセリリレ （5 0 E 0 ) (イソステアリン酸 P E G —5 0 グリセリル） ：GW

I S — 1 5 0 ( H L B 1 6 ) 、 トリイソステアリン酸ポリオキシエチレング

リセリル （5 0 E O ) ( トリイソステアリン酸 P E G —5 0 グリセリル） ：

GW I S - 3 5 0 ( H L B 1 2 ) 、ラウリン酸ポリオキシエチレン水添ヒマ

シ油 （5 0 E O ) (ラウリン酸 P E G —5 0 水添ヒマシ油） ：RW L — 1 5

0 ( H L B 1 2 ) 、イソステアリン酸ポリオキシエチレン水添ヒマシ油 （5

0 E . 0 . ) (イソステアリン酸 P E G —5 0 水添ヒマシ油） ：RW I S —

1 5 0 ( H L B ) 等が挙げられる。中でも、さらさら感及びその持続性



の点から、イソステアリン酸ポリオキシエチレングリセリル （2 0 E O ) (

イソステアリン酸 P E G —2 0 グリセリル） ：GW I S — 1 2 0 ( H L B

3 ) 、ポリオキシエチレン （4 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C —4 0 ( H L B 1 2

) 、ポリオキシエチレン （5 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C —5 0 ( H L B 1 3 )

、ポリオキシエチレン （6 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C —6 0 ( H L B 1 4 ) 、

ポリオキシエチレン （1 0 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C — 1 0 0 ( H L B 1 5 )

が好ましく、ポリオキシエチレン （4 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C —4 0 ( H L

B 1 2 ) 、ポリオキシエチレン （5 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C —5 0 ( H L B

3 ) 、ポリオキシエチレン （6 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C —6 0 ( H L B

4 ) 、ポリオキシエチレン （1 0 0 ) 硬化ヒマシ油 ：H C — 1 0 0 ( H L B

1 5 ) 、イソステアリン酸ポリオキシエチレングリセリル （2 0 E O ) がよ

り好ましい。なお、 E 0 はエチレンオキサイ ドを示 し、（ ）内の数はェチレ

ン才キサイ ドの平均付加モル数を示す。

[0024] なお、 H L B は、有機概念図における I O B X 1 0 で示される。前記有機

概念図における I O B とは、前記有機概念図における有機性値 （O V ) に対

する無機性値 （I V ) の比、即ち 「無機性値 （I V ) / 有機性値 （O V ) 」

をいう。前記有機概念図とは、藤田穆により提案されたものであり、その詳

細は、 " P h a r m a c e u t i c a l B u i l e t i n " , 1 9 5 4 ,

v o l . 2 , 2 , p p . 1 6 3 — 1 7 3 、 「化学の領域」、 1 9 5 7 、 v o

に 1 1 ， 1 0 ， p p . 7 1 9 — 7 2 5 、 「フレダランスジャーナル」、 1

9 8 1、 v o l . 5 0 ， p p . 7 9 _ 8 2 等で説明されている。即ち、全て

の有機化合物の根源をメタン （C H 4) とし、他の化合物は全てメタンの誘導

体とみな して、その炭素数、置換基、変態部、環等にそれぞれ一定の数値を

設定 し、そのスコアを加算 して有機性値及び無機性値を求める。この値を、

有機性値をX 軸、無機性値をY 軸にとった図上にプロッ卜していくものであ

る。この有機概念図は、 「有機概念図—基礎と応用—」 （甲田善生著、三共

出版、 1 9 8 4 ) 等にも示されている。

[0025] ( C ) 成分の含有量は、さらさら感及びその持続性の点から、液体組成物



中0 . 0 1 ~ 0 . 1 質量％であり、 0 . 0 5 ~ 0 . 0 8 質量％がより好まし

し、。含有量が 0 . 0 1 質量％未満だと、 （A ) 成分の粉体分散性が悪 く凝集

が発生 し、さらさら感及びその持続性、白残りのなさが低下 し、 0 . 1 質量

%を超えると、ベたつきが発生 して、さらさら感及びその持続性が低下する

おそれがある。

[0026] ( D ) 多価アルコール

本発明の液体組成物には、白残りのなさを向上させる点から、多価アルコ

—ルを配合するとよい。 （D ) 成分としては、プロピレングリコール （P G

) 、ジプロピレングリコール （D P G ) 、 1 ， 3 _ プチレングリコール （1

， 3 —B G ) 、ポリエチレングリコール （P E G ) 、グリセリン等が挙げら

れるが、白残りのなさの点から、 1， 3 _ プチレングリコールが好ましい。

[0027] ( D ) 成分の含有量は、さらさら感、その持続性、及び白残りのなさの点

から、液体組成物中0 . 1 ~ 1 . 0 質量％が好ましく、 0 . 3 ~ 0 . 6 質量

%がより好ましい。含有量を0 . 1 質量％以上とすることで、白残りの発生

をより抑制することができる。 1 . 0 質量％を超えると、さらさら感が低下

するおそれがある。

[0028] 本発明の液体組成物には、上記成分の他に、例えば、油脂類、ワックス類

、 ( B ) 成分以外のシリコーン類、炭化水素油、高級脂肪酸、高級アルコー

リレ、合成エステル油、 （C ) 成分以外の界面活性剤、高分子化合物、酸化防

止剤、色素、香料、乳化安定剤、 p H調整剤、収斂剤、防腐剤、紫外線吸収

剤、キレー ト剤、保湿剤、増粘剤、 I —メン トール等の清涼剤、抗炎症剤、

アミノ酸、 ビタミン剤、各種植物抽出エキス、殺菌剤、制汗剤等を配合する

ことができるが、これらに限定されるものではない。

[0029] 本発明の液体組成物は、例えば、上記成分、任意成分、エタノール及び水

(残部）を混合 し、製造することができる。例えば、エタノールの含有量は

、液体組成物中 1 5 ~ 6 0 質量％程度であり、 2 0 ~ 4 0 質量％が好ましい

。水の含有量は、液体組成物中 5 5 ~ 7 5 質量％程度であり、 6 0 ~ 7 0 質

量％が好ましい。



[0030] [ I I ] . シー 卜状基材

シー 卜状基材は親水性繊維及び疎水性繊維か らなるものである。親水性繊

維 と しては、綿、パル プ、麻、 レー ヨ ン等が挙げられ、肌の拭 き取 りやすさ

の点か ら、 レーヨンが好ま しい。疎水性繊維 と しては、ポ リエチ レン （P E

) 、ポ リプロピレン （P P ) 等のポ リオ レフィン系繊維、ポ リエチ レンテ レ

フタ レ一 卜等のポ リエステル系繊維、ナイロン等のポ リアミ ド系繊維、ポ リ

アク リロニ トリル系繊維、ポ リビニルアル コール系繊維、あるいはこれ らの

繊維の混合物等が挙げられる。 これ らは 1 種単独で又は 2 種以上を適宜組み

合わせて用いることができる。

[0031 ] 親水性繊維 疎水性繊維の比率 （質量）は、 さらさら感、その持続性、及

び拭 き取 りやすさの点か ら、 5 0 / 5 0 ~ 9 0 / 1 0 が好ま しく、 7 1 / 2

9 ~ 7 5 / 2 5 がより好ま しい。上記比率が 5 0 5 0 未満では、 さらさら

感の持続性が悪 くなるおそれがあ り、 9 0 / 1 0 を超えると、 さらさら感、

拭 き取 りやすさが悪 くなるおそれがある。

[0032] シー ト状基材、特 に疎水性繊維は、芯鞘型繊維あるいはサイ ド—バイ—サ

イ ド型繊維等の複合繊維が挙げられるが、 よれに くく、肌の拭 きやすさの点

か ら、芯鞘型複合繊維か らなることが好ま しく、 Ρ Ε · Ρ Ρ 芯鞘型繊維、 Ρ

Ε P E T 芯鞘型繊維等が挙げられ、 P E P P 芯鞘型繊維が好ま しい。 P

E - P P 芯鞘型繊維 とは、 P P繊維の表面を、 P P よりも融点が低い P E で

被覆処理 した構造である。

[0033] シー ト状基材の構造は特 に限定されないが、 さらさら感、 よれがな く、拭

き取 りやすさの点か ら、芯鞘型複合繊維 を、好適には P E P P 芯鞘型繊維

を レーヨンでサ ン ドィツチ構造 とする積層シ一 卜状基材が特 に好ま しい。 こ

の製法 と しては、例えば、 P E P P 芯鞘型繊維 （N B F — H ) を熱融着 に

よりシ一 卜状 （不織布）に し、 レーヨンのウェブで前記シ一 卜を挟み こみ、

ゥ才一タ一ジエツ 卜で繊維 を交絡 させることにより得 ることができる。

[0034] シ一 卜状基材の厚 さは、拭 き取 りやすさの点か ら、 0 . 0 1 ~ 5 m mが好

ま しく、 0 . 0 5 ~ 1 m mがより好ま しい。厚 さが 0 . 0 1 m m未満だと、



よれが発生し、拭き取りやすさが低下するおそれがあり、 5 mmを超えると

、液体組成物の肌移行量が少なく、さらさら感が低下するおそれがある。な

お、厚みは荷重 8 g f / c m2で測定する。

[0035] 坪量 （一層当たり）は、拭き取りやすさの点から、 1 0 ~ 1 O O g / m 2が

好ましく、 2 0 ~ 8 0 g m 2がより好ましい。坪量が 1 0 g m 2未満だと、

よれが発生し、拭き取りやすさが低下するおそれがあり、 1 0 0 g m2を超

えると、液体組成物の肌移行量が少なく、さらさら感が低下するおそれがあ

る。

[0036] [ I I I ] . シ一 卜状化粧料

シー 卜状化粧料は、上記液体組成物を上記シー 卜状基材に含浸させること

により得ることができる。含浸倍率 （質量比） （液体組成物/ シー ト状基材

) は、 3 ~ 6 が好ましく、さらさら感、拭き取りやすさの点から、 3 . 5 ~

4 . 5 の範囲が好ましい。含浸の方法は特に限定されず、上記液体組成物を

、スプレー法、浸漬法、塗工法等の公知の方法を採用して含浸させることが

できる。

[0037] シ一 卜状化粧料は、肌を拭き取るものであればその用途は特に限定されな

いが、肌の汗や汚れ、化粧料等の拭き取り等に用いることもでき、デ才 ドラ

ントシ一 卜としても用いることができる。

実施例

[0038] 以下、実施例及び比較例を示 し、本発明を具体的に説明するが、本発明は

下記の実施例に制限されるものではない。なお、下記の例において特に明記

のない場合は、組成の 「％」は質量％、比率は質量比を示 し、表中の各成分

の量は純分換算 した量である。

[0039] [実施例 1 ~ 3 5 、比較例 1 ~ 1 2 ]

表 1 ~ 8 に示す組成の液体組成物を （A ) 成分を （B ) 成分中で分散させ

た後、エタノールに前記分散液を加え、次いで表に示す組成の成分を順次添

加 した後、最後に精製水を加え、液体組成物を得た。

調製 した液体組成物を、 1 0 c m X 1 5 c mの表中に記載の不織布に、不



織布 1 g に対 して液体組成物 4 g を含浸させて （（液体組成物 / シー ト状基

材） = 4 ) 、シ一 卜状化粧料を得た。得 られた液体組成物 について下記評価

を行 った。結果を表中に併記する。

[0040] ( ) さ らさら感及びその持続性 （3 0 分後）、

2 0 名の 2 0 ~ 3 0 代の女性パネラーに、シ一 卜状化粧料を使用 してもら

し、、 「使用直後及び使用 3 0 分後のさらさら感」を評価 した。結果を 「塗布

部が無塗布部 よりもさらさら感がある」 と回答 した人数 により、下記基準で

示す。

く基準 〉

◎ : 「塗布部が無塗布部 よりもさらさら感がある」 と回答 した人が、 1 8 名

以上

〇 ： 「塗布部が無塗布部 よりもさらさら感がある」 と回答 した人が、 1 4 ~

7 名

∆ ： 「塗布部が無塗布部 よりもさらさら感がある」 と回答 した人が、 8 ~ 1

3 名

X ： 「塗布部が無塗布部 よりもさらさら感がある」 と回答 した人が、 8 名未

[0041 ] ( 2 ) 拭 き取 りやすさ

2 0 名の 2 0 ~ 3 0 代の女性パネラーに、シ一 卜状化粧料を使用 してもら

し、、肌 に使用 した場合の 「拭 き取 りやすさ」を評価 した。結果を 「拭 き取 り

やすさが良好」 と回答 した人数 により、下記基準で示す。

く基準 〉

◎ : 「拭 き取 りやすさが良好」 と回答 した人が、 1 8 名以上

〇 ： 「拭 き取 りやすさが良好」 と回答 した人が、 1 4 ~ 1 7 名

∆ ： 「拭 き取 りやすさが良好」 と回答 した人が、 8 ~ 1 3 名

X ： 「拭 き取 りやすさが良好」 と回答 した人が、 8 名未満

[0042] ( 3 ) 白残 りのなさ

2 0 名の 2 0 ~ 3 0 代の女性パネラーに、シ一 卜状化粧料を使用 してもら



し、、使用 3 0 分後の 「白残 りのなさ」を評価 した。結果 を 「白残 りがない」

と回答 した人数 によ り、下記基準で示す。

く基準 〉

◎ : 「白残 りがない」 と回答 した人が、 1 8 名以上

◎ ~ 〇 ： 「白残 りがない」 と回答 した人が、 1 4 ~ 1 7 名

〇 ： 「白残 りがない」 と回答 した人が、 1 0 ~ 1 3 名

∆ ： 「白残 りがない」 と回答 した人が、 6 ~ 9 名

X ： 「白残 りがない」 と回答 した人が、 6 名未満

表 中の不織布は下記のものを使用 した。

( a ) レー ヨン/ P E P P 芯鞘型繊維 / レー ヨン

= ( 2 5 g / m 2 ) / ( 2 0 g / m 2 ) / ( 2 5 g / m 2) ： ( 7 0 g / m 2 )

(親水性繊維 / 疎水性繊維 = 7 1 / 2 9 ) 厚み ：1 m m ( ダイワボウ株式会

社製）

( b ) レー ヨン/ P P / レー ヨン

= ( 2 0 g / m 2 ) / ( 3 0 g / m 2 ) / ( 2 0 g / m 2) ： ( 7 0 g / m 2 )

(親水性繊維 疎水性繊維 = 5 7 / 4 3 ) ( ダイヮボウ株式会社製）

( c ) レー ヨン/ P E P E T 芯鞘型繊維 / レー ヨン

= ( 2 5 g / m 2 ) / ( 2 0 g / m 2 ) / ( 2 5 g / m 2) ： ( 7 0 g / m 2 )

(親水性繊維 疎水性繊維 = 1 / 2 9 ) ( ダイヮボウ株式会社製）

( d ) レー ヨン/ P E P P 芯鞘型繊維 / レー ヨン

= ( 3 0 g / m 2 ) / ( 2 0 g / m 2 ) / ( 3 0 g / m 2) ： ( 8 0 g / m 2 )

(親水性繊維 疎水性繊維 = 5 / 2 5 ) ( ダイヮボウ株式会社製）

( e ) レー ヨン ：P E Z P P 芯鞘型繊維 = 9 0 : 1 0 : ( 6 5 m

(親水性繊維 疎水性繊維 = 9 0 / 0 ) ( ダイヮボウ株式会社製）

( f ) レー ヨン 1 0 0 % スパ ンレース不織布 ： （7 0 g / m 2)

( 0 0 質量％親水性） （ダイヮボウ株式会社製）

( a ) ~ ( d ) ：芯鞘型繊維 を熱融着 によ りシ一 卜状 （不織布）に し、 レ一

ヨンのウェブで前記シ一 卜を挟み こみ、 ゥ才一タ一ジエツ 卜で繊維 を交絡 さ



せることによ り得た。

( e ) ：レー ヨンと P E / P P 芯鞘型繊維 を 9 0 ： 0 の割合 （質量％ ) で

混合 したウェブを作製 し、 ゥ才一タ一ジエツ 卜で繊維 を交絡 させることによ

り得た。

( f ) ：ウェブ状の レー ヨンをゥ才一タ一ジエツ 卜で繊維 を交絡 させること

によ り得た。

[表 1]

( C ) 成分の 「P O E 」はポ リオキシエチ レンを示す （以下同様)



[ 表 2]



[ 表 4]

[0048] [ 表 5]

[0049]



[ 表 6]

[0050] [ 表 7]

[0051 ]



[ 表 8]

実施例及び比較例で使用 した原料 を下記 に示す。



[ 表 9]

商品名 メー カー

球状 シリカ
サ ンス フ エアH- 12 1 AGC エスアイテック株 式会社

(円形度 ：0.8、平均粒 子径 :12 ι )

非球 状シリカ サイリシァ730 AGC エスアイテック株 式会社
シリコー ン表 面処理 シリカ サ ンス フ エアH-1 21ET AGC エスアイテック株 式会社
タル ク タル クsw- 特 浅 田製 粉株 式会社
ジメチル ポリシロキサ ン

KF96A- 10CS 信 越 化 学 工業株 式会社(動粘度 ：lOmmV s)

ジメチル ポリシロキサ ン KF96A-5C S 信 越 化 学 工業株 式会社
(動粘度 ：5mmVs)
ジメチル ポリシロキサ ン

KF96A-30CS 信越化 学 工業株 式会社
(動粘度 ：30minV s)

ジメチル ポリシロキサ ン KF96A-2C S 信 越 化 学 工 業 株 式 会 社
(動粘度 ：2mmVs)
ジメチル ポリシロキサ ン

KF96A-50CS 信 越 化 学 工 業 株 式 会 社
(動粘度 ：50mmV s)

POE 硬化 ヒマシ油（60EO)(HLB =14) HC-60 日本：マルシ "ヨン株 式会社
POE硬ィ匕ヒマシ油（40EO)(HLB= 12) HC-40 日本；！ マルシ ヨン株 式会社

POE硬 ィ匕 ヒマシ油（100EO)(HLB=1 5) HC- 100 日本ユマルシ ヨン株 式会社

イソステアリン酸 ホ' リオキシエチレンク' リセ リル （2 0 GWIS- 1 0 日本 ヱマルシ "ヨン株 式会社
EO ) (HLB-13)

イソステアリン酸 ホ' リオキシエチレン水 添 ヒマシ油（
RWI S-1 5 日本 ユマルシ ヨン株 式会社

50EO)(HLB= 12)

イソステアリン酸 ホ。リオキシエチレンク' リセ リル (50E GWIS- 150 日本 ユマルシ ヨン株 式会社
0)(H LB=16)
1,3- ブチ レングリコー ル 1,3- ブ チ レングリコー ル タ ィセル化学 工業株式会 社
1一 メン トー ル 卜メントール 高砂 香料株 式会社

信 和アル コール 産業株式会
エタノー ル 合成 アル コー ル 95度

社



請求の範囲

親水性繊維及び疎水性繊維か らなるシー ト状基材 と、 このシー ト状

基材 に含浸 された液体組成物 とを有するシー 卜状化粧料であ って、前

記液体組成物が、 （A ) 親水性粉体、 （B ) 2 5 °C の動粘度 5 ~ 3 0

m m 2/ s であるジメチルポ リシロキサ ン、及び （C ) ノニオ ン性界

面活性剤 を含有 し、 （A ) 成分 と （B ) 成分 との含有質量比 （A ) /

( B ) が 1 0 ~ 2 5 であ り、 （C ) 成分の含有量が 0 . 0 1 ~ 0 . 1

質量％であるシ一 卜状化粧料。

シー 卜状基材が芯鞘型複合繊維 を含む請求項 1 記載のシー 卜状化粧

料。

シー 卜状基材の親水性繊維 と疎水性繊維の質量比が、親水性繊維

疎水性繊維 = 7 / 2 9 7 5 / 2 5 である請求項 1 又 は 2 記載のシ

一 卜状化粧料。

( C ) 成分が、ポ リオキシエチ レン （6 0 ) 硬化 ヒマシ油、ポ リオ

キシエチ レン （4 0 ) 硬化 ヒマシ油、及びイソステア リン酸ポ リオキ

シエチ レング リセ リル （2 0 E O ) か ら選ばれるノニオ ン性界面活性

剤である請求項 1 ~ 3 のいずれか 1 項記載のシ一 卜状化粧料。

( A ) 親水性粉体がシ リカである請求項 1 ~ 4 のいずれか 1 項記載

のシ一 卜状化粧料。

シ リ力が、球状 シ リ力及び非球状 シ リカであ り、球状 シ リ力/ 非球

状 シ リカの質量比が 0 . 1 ~ 1 . 5 である請求項 5 記載のシ一 卜状化

粧料。

さ らに、 （D ) 多価 アル コール を含有する請求項 1 ~ 6 のいずれか

1 項記載のシー 卜状化粧料。
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